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はじめに
わが国での「小売業態」認識は，20世紀初頭の三越
呉服店による「百貨店宣言」から始まったといってよ
いだろう。それ以前のわが国の小売風景は，単一商品
を中心に関連した商品を販売するいわゆる「単種店」
あるいは「小売業種店」と呼ばれる小売店舗が一般的
であった。そして，そのような店舗が各地で軒を連
ね，商店街が形成されてきた。三越呉服店による「百
貨店宣言」以降，首都圏や地方都市では，小売業種店
であった呉服商を中心に百貨店と呼ばれる「小売業
態」を志向するようになった。さらにわが国では，鉄
道会社が各社のターミナル駅に隣接・併設した百貨店
を開業し，「電鉄系百貨店」と呼ばれる百貨店を多く
誕生させた。
当初，わが国の流通研究者による小売（業）の実態
研究は，生業的・家族経営的色彩の濃い小売業種店を
扱う研究から開始され，第二次世界大戦前には欧米で
の大規模小売業の動向を紹介するという研究が中心で
あった。この動きは第二次世界大戦中には中断してい
たが，戦後になっても高度経済成長期に突入するまで
は，ほぼ同様の状況であった。一部には，大規模小売
業者（百貨店）と中小零細小売業者とのさまざまな格
差問題や軋轢を扱う研究も見られ，第二次世界大戦以
前から連綿と継続してきたが，戦後の主流にはならな
かった。第二次世界大戦後，流通研究者は小売業種
（店）を中心とした研究からいわゆる小売業態研究へ
と向かうようになった。おそらくその背景には1950年
代後半にスーパーマーケットが登場し，わが国の小売
現場での変容が強く働いたことがあろう。それまで八
百屋，魚屋，肉屋，雑貨屋などが取り扱っていた商品
を1つの店舗内に品揃えし，セルフ・サービス，低価
格販売を顧客に訴求するというかたちは，当時のわが
国では目新しいものであった。そして瞬く間に，全国
各地で多くの小売業者や企業家がスーパーマーケット
といういわゆる小売業態を模索しながら構築していっ
た。そのため，わが国ではアメリカでいうスーパー
マーケットではなく，和製英語の「スーパー」として
の成長が開始されたのかもしれない。
このようにわが国ではスーパーマーケットの本格的
な形成によって，流通研究の面でも「小売業態研究」
が本格化していったといえる。そこで本稿では，まず
小売業種研究から小売業態研究への移行に関する状況
を整理する。そのうえで，小売業態概念について明確
にし，それに関する研究の開始と展開状況を整理・考
察する。そして，これまで展開されてきた小売業態研
究の方向性について考察していきたい。
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21　「小売業種」議論・研究の開始と展開
（1）小売業種研究から小売業態研究への展開
1）小売業種研究の限界
わが国では，1949年に当時の通商産業省が公表した
「日本標準産業分類」，1952年に同省が調査を開始した
「商業統計調査」において，小売業として細かく分類
されたのは，特定消費財の販売によって小売店（業）
を分類する「小売業種」によるものであった。このよ
うな分類や調査が行われたのは，第二次世界大戦以前
にはほぼどこの国や地域においても，生業的で家族経
営的色彩の強い中小零細規模小売店が「小売業種店」
の主流であったためである（石川［2015］）。他方，ほ
ぼその態様が確立していた大規模小売店は，百貨店以
外にはほとんど存在していなかったためでもある。
しかし，わが国最初のセルフ・サービス店として，
1953年12月に東京・青山に紀ノ国屋が開店し，その
後，1956年3月に福岡県・小倉で丸和フードセンター
が誕生したのを契機として，1950年代後半になると，
わが国でもスーパーマーケットが次々に誕生した。
スーパーマーケットが全国に拡大することによって，
1960年代には「流通革命論」の議論が起こった。この
議論が開始されたことにより，小売流通現場の変化だ
けでなく，研究面においても，取扱（販売）商品で小
売業を分析する小売業種研究だけでは不十分となっ
た。他方，わが国の多くの流通研究者が，第二次世界
大戦以前から紹介してきたアメリカでの小売流通の状
況も影響していた。アメリカでは，ドラッグストアが
20世紀初頭に誕生し，1930年代前後にスーパーマー
ケット，コンビニエンスストア，ディスカウントスト
アが次々に誕生していた。しかし，最終消費者に商品
を提供する態様による区分やそれについての議論は低
調であった。
2）小売業種研究からの脱皮
第二次世界大戦後の小売研究では，深見［1949］は
アメリカにおける小売業分類を小売業者の「形態」に
よる分類と説明した。原田［1954］では，小売業が多
様になる要因を地理と取扱商品に求めた。福田
［1957］は，小売業者を取扱商品の種類，機能，組
織，規模，所在地等で分類した。そしてアメリカにお
ける「業態小分類別販売高比率」を紹介し，「業態」
という用語を提示した。しかし，ここで使用された業
態という用語は，あとで取り上げる多くの研究者が認
識してきた（いる）小売業態とは，少し距離のある意
味での使用であった。また増地・古川［1958］は，
「小売業の経営形態」を提示したが，小規模独立店と
アメリカのスーパーマーケットに代表される大規模小
売店との区分を提示するのみにとどまっていた。この
ようにわが国での第二次世界大戦後から高度経済成長
期以前における小売研究は，機能や商品研究を除く
と，小売業の分類軸提示やアメリカでの流通（小売）
研究や実態を紹介するといったものが中心であった。
（2）高度経済成長期から安定経済成長期における小
売研究
1）1960年代における小売研究の展開
1960年代は，わが国の高度経済成長期となった。小
売流通の面では，わが国でも全国各地で本格的にスー
パーマーケット（スーパー）が誕生し，急速に成長し
はじめた。小売研究の面では，松田［1965］が小売業
は固定的なものではなく，環境変化と経営者の意思決
定によって形成されるものととらえた。そのうえで，
スーパーマーケットによる消費者に対するセルフサー
ビスと低価格訴求を取り上げ，これらを「小売形態」
として認識した。平野［1965］では，「業態別マーケ
ティング」という章を設けたが，ここにおける業態は
現在のいわゆる小売業態ではなく，メーカー，卸売業
者，小売業者という流通機関，つまり流通チャネルに
おけるプレーヤーの市場対応を検討したに過ぎなかっ
た。鈴木［1966］は，百貨店，連鎖店（チェーン・ス
トア），通信販売など，一般的には大規模小売業（企
業）を展開する小売業が，流通業に大きな影響を与え
る可能性に言及した。しかし，これらは Duddy and 
Revzan［1947］に依拠したものであった。また久保
村［1967］は，小売業を店舗形態と営業形態に分類し
たが，各々の説明については詳らかにせず，セルフ
サービス店やスーパーマーケットをあげた程度であっ
た。尾崎［1967］は，小売業の最古のかたちから説明
し，消費者を取り巻く環境変化が，近代的小売形態を
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誕生させる梃子としての役割を果たしていることを強
調した。
このように1960年代には「業態」という用語の使用
が見られたが，現在の意味における大方の使用と一致
するものではなかった。一方，アメリカでの小売研究
や実態の紹介については，1950年代と同様に大規模小
売店の誕生と展開を扱うものがほとんどであった。た
だ，「セルフサービス」という用語の使用が頻繁に見
られるようになった。そのため，取扱商品の種類，機
能，規模，所有，立地など，物理的側面を中心として
小売業を区分し，研究するという段階から一歩踏み出
した観がある。
2）1970年代における小売研究の展開
1970年代になると，わが国では「ダイエー」が百貨
店の売上高を超えるようになった。振り返ってみる
と，同社はその誕生からわずか10数年で小売業売上高
日本一を達成したことになる。また，同社だけでな
く，多くのスーパーマーケットが全国各地でそれぞれ
に急速な成長を遂げた。さらにコンビニエンススト
ア，ディスカウントストア，ホームセンターなど，そ
れまでわが国では見られなかった新しい小売業のかた
ちが誕生した。
小売研究面では，青山［1970］は「商業経営形態
論」に1章を割いたが，経営学で議論される通常の企
業形態論の範囲内にとどまるものであった。また上坂
［1971］は，主な営業をする商業形態を総称する用語
として「業態」を使用したが，1単位の専門商品を取
り扱う店舗と，多種類の一般商品を取り扱う店舗の相
違を指摘するにとどまった。荒川［1974］は，小売の
多角的分類，小売構造分析，小売業の社会的役割を中
心に整理した。しかしこれらは，福田［1957］をほぼ
踏襲したものであった。鈴木［1974］は，小売現場で
多様な形態が生じた要因を取り上げたが，これらは主
に Fisk［1961-62］に基づいており，消費者の店舗選
択基準と各基準の規定要因を整理したものと重複する
部分も多かった。ただそこでは，小売業が消費者に提
供するのは単に商品だけではなく，広い意味でのサー
ビスを包含するものであることに言及していた。「流
通サービス」あるいは「小売サービス」という用語は
使用されていなかったが，いわゆる小売業態の視角に
よる小売研究を示唆したものである。
また，柏尾［1975］は，大規模小売業が展開する多
様な形態と対極に位置する中小零細規模小売業とを対
比した。そして，時代の大きな流れとして大規模小売
業が主流となる兆しがある中，逆に中小零細規模小売
業が存続する意義を強調した。他方，川崎［1979］
は，アメリカにおける「小売革命」を紹介し，「ビッ
グ・ストア」が次々に誕生し，中小零細小売業を中心
とする既存小売業を駆逐していった小売競争を動態的
に分析した。
このように1970年代のわが国の小売研究でも，アメ
リカにおける小売研究や実際の流通業変化の影響を強
く受け続けていた。ただ，1店舗（単独店）の規模や
状況だけでなく，連鎖店（チェーン・ストア）に代表
されるような複数店舗経営や店舗の繋がりについて
も，次第に目が向けられるようになった。一方，小売
業を顧客（消費者）視点で観察するという試みも一部
で見られはじめた。
（3）小売形態概念の位置づけ
1）小売形態の概念提示
これまで見てきたように，第二次世界大戦後の流通
研究者の言説には，「小売業種」だけでなく，「小売形
態」という言葉が散見されるようになった。ただこれ
については，明確な定義がされず，その位置づけが与
えられてこなかった面がある。そこで小売形態につい
て簡単に整理をしておく必要があろう。
鈴木［1974］は，現実の世界での多様な小売業の形
態は，それ自体，独自に存在しているのではなく，各
国や地域における経済発展の歴史的段階における流通
機能の一環として，社会的背景の中に存在しているこ
とを前提とした。そのうえで，小売業形態の展開に強
く働く要因は，産業構造の発展段階であるとして，
「小売業形態」という言葉を使用した。ただ，ここで
は明確に小売業形態については説明をしなかった。
その後，鈴木［2006］では小売業の形態構造を取り
上げ，規模，業種，地域の3側面からの分析では，統
合的に把握する必要性を強調した。さらにこれらの側
面だけでなく，その他の属性の差異も総合的に把握す
る必要性にも言及した。そして，小売業の単位を形態
4概念で把握し，それを基礎として全体をとらえたもの
を小売業の形態構造とした。
また小売店舗の形態は，業態と呼ばれるがことが多
いとし，具体的な小売業経営の場（店舗）において，
小売業の経営者が採用し，実行する経営諸戦略によっ
て成立するとした。言い換えれば，経営者はある市場
を対象とし，店舗立地，品揃え，店舗規模，価格政
策，販売方法（対面販売，セルフ・サービス，信用販
売，通信販売その他），付帯サービス（配達，返品，
駐車場，その他），店舗施設（建築，内装，付帯施
設，その他）などを，全体あるいは部分について消費
者に情報伝達し，購買を促進するために意思決定を行
う。この結果として，小売店舗の形態が成立すること
になる。その状況を示したのが図表1である。つま
り，異なった内容，異なった組み合わせを決定すると
異なった形態となる。そうすると小売業の形態は無限
大となるが，ある時期において，社会での小売形態に
ついて代表的ないくつかの形態へ集約することが可能
となる。ただ，代表的であっても明確な区分が難しい
場合が多く，百貨店と総合スーパー（GMS）の境
界，小規模なスーパーとコンビニとの境界などをその
例としてあげた（鈴木［2006］）。したがって，ここで
はどの要素を中心として集約するかが問題となってく
る。それは店舗立地を中心として集約するのか，品揃
えを中心として集約するのかということである。この
集約の仕方によって，境界はさまざまに変化する。
そして，小売形態が増加し，境界が不明確になる原
因は，①消費者の小売業の機能に対する需要が多様で
変動すること，②そのような機能を提供する企業の質
的多様性，③①②を包含した特定の時期，小売業の持
つ歴史的・社会的・経済的諸条件の作用，に求めた。
したがって，小売の多様化は，特定社会での歴史的・
社会的・経済的諸条件の変化により，消費者が求める
経営諸戦略の組み合わせ（＝形態）を創出した結果と
して位置づけた（鈴木［2006］）。このような小売形態
のとらえ方は，稿を改めて取り上げることになる ｢小
売フォーマット概念｣ と重なる部分が多い。鈴木
［2006］によって示された小売形態の代表は，百貨店
や GMS，スーパーやコンビニエンスストアである。
ただ小売形態について明確に説明されずに論が展開さ
れているが，先にも小売形態は業態と呼ばれることが
多いという指摘もあるように，明確な ｢形態」の定義
には至っていない。
また矢作［1996］は，鈴木［1993］を引用しなが
ら，小売店舗，企業，企業間という3次元において小
売形態を分類し，代表的な形態として，取扱商品の種
類による小売業種と営業戦略による小売業態の2つを
提示した。したがって，小売形態を小売業種と営業形
態の両方を含んだ概念として位置づけていることが理
解できよう。
企
業
経営諸戦略 店舗形態 欲求の多様性 消費者
店舗イメージ
歴史的・社会的・経済的諸条件
図表1　小売店舗形態の動態
（出所）鈴木［2006］p.164
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2）小売業の形態多様性の指摘
田口［2005］は，小売企業の戦略選択や戦略の多様
性に関して，「小売業の形態」という言葉を使用し
た。そして，小売業は本質的に経営戦略の選択を規定
する消費者ニーズの多様性が，多様な形態を創出する
とし，小売形態を業種概念と業態概念を統合したもの
として位置づけた。さらに説明を加え，小売業形態の
多様性は，小売業の戦略，消費者ニーズの多様性，競
争要因，技術的要因，政治的要因，文化的要因など小
売業を取り巻く背景が影響し，発生するとした。その
うえで，小売業の形態分類を店舗，組織・所有形態，
商品，価格，人的サービスや複合経営を軸として区分
している。これらによる区分を示したのが図表2であ
る。
図表2で示した小売形態は，小売経営において重要
な複数要素によって区分したものである。これらは目
視できる要素を中心として区分しているが，取り上げ
られた区分要素については，どのようにそれらの要素
が抽出されたかについては説明されていない。
以上のように，小売業の形態について，鈴木
［1974］［2006］，矢作［1996］，田口［2005］を取り上
げたが，明確に小売形態は定義されているとはいえな
い。これは他の研究者についても同様である。おそら
く，この用語はそこでは小売業の経営者が，自らの意
思決定により，展開するものを意味しているようであ
る。ただ，全て独創的なものではなく，田口［2005］
において整理されているように，多角的な分析が可能
なものとしている面が強い。
（Ⅰ）店舗：
①店舗の有無―無店舗販売／有店舗販売
②店舗の規模―大規模小売店／中小小売店
③店舗の集合性―商店街／ショッピングセンター
（Ⅱ）組織・所有形態：
①独立小売業―単一店舗／複数店舗（支店・チェーンストア）
②組織化小売業―ボランタリー・チェーン／リテール・コーペラティブ・チェーン／フラン
チャイズ・チェーン
③非小売系店舗―消費者生活協同組合
（Ⅲ）商品：
①特定商品・特定コンセプト―専門店
②総合商品―百貨店／総合スーパー・GMS
（Ⅳ）価格：
①高価格店―高級専門店／百貨店
②低価格店―ディスカウント・ストア／ウェアハウス・ストア／オフプライス・ストア
（Ⅴ）人的サービス：
①サービス（対面販売）―一般小売店／専門店／百貨店
②セルフサービス―スーパーマーケット／コンビニエンス・ストア／コンビネーション・スト
ア／スーパー・ストア／ハイパー・マーケット（ハイパー・マルシェ）
（Ⅵ）複合経営：
①コングロマーチャント（小売複合体）
②小売企業グループ
図表2　小売業の形態区分
（出所）田口［2005］p.131
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（1）「流通サービス」「小売サービス」概念の登場
1）小売ミックス概念の登場
1985年のプラザ合意以降，円高傾向が定着し，わが
国の小売業は，海外に商品調達を求めることが増える
ようになった。1980年代には「小売業態」という言葉
が，研究や実務の面でも，ほぼ一般用語として使用さ
れるようになったかのような観がある。そして小売業
を観察する際には，小売業者が顧客である消費者に提
供するのは，目視できる特定の商品だけではなく，目
視できない提供物についても考慮されるようになって
きた。
小売業が消費者に提供するものについて，鈴木・田
村［1980］は，品揃え，立地，買物環境，価格，プロ
モーション（付帯サービスを含む）を「小売ミック
ス」としてとらえ，これによって各次元での小売業が
観察可能とした。白石［1987］は，アメリカの革新的
な小売業の展開を観察し，小売競争が市場の不完全性
を基盤に展開されるという主張を展開した。ここでの
不完全性は，品揃え，提供サービス，経営者の個人特
性など，店舗属性や立地によるものであり，この組み
合わせが小売経営上の組織形態とした。池尾ら
［1989］は，消費者に提供する「流通サービス」の組
み合わせを「小売ミックス」と位置づけた。さらに池
尾［1997］では，「小売ミックス」を小売店の産出物
である種々の流通サービスとその提供条件の組み合わ
せとし，池尾ら［1989］の説明を補強している。また
徳永［1992］は，小売経営者による小売店舗への思い
入れとそれを動かす店舗運営や商品取扱技術に焦点を
当て，「小売ストア・フォーマット」という用語を使
用した。
2）「小売サービス」の意味するもの
矢作［1996］は，小売業者が消費者に提供する流通
サービスを「小売サービス」とし，品揃え，店舗立
地，営業時日数・時間の便宜性，付帯情報・サービス
をあげた。Goldman［2001］は，小売ミックスを外的
要素（消費者を店舗に誘引する機能的，社会的，心理
的，美的便益）である品揃え，買物環境，顧客サービ
ス，立地，価格，内的要素（小売業者の経営上の強み
と弱みを決定）であるノウハウ，手法，手続，テク
ニックなどの小売技術と小売文化（その実現能力に関
わる知識）をあげた。これらについて青木［2008］
は，小売業者の主活動と各下位活動の要素に分け，①
全般管理（経営計画，組織設計など），②人事管理
（人材募集，訓練，人事評価など），③技術開発（マー
ケティング・リサーチ，情報システム構築，店舗開
発，商品開発など），④調達（商品仕入先選択・交
渉，店舗土地・資材購入など），⑤購買物流（商品発
注，在庫統制，倉庫・物流センター管理，荷受・検品
など），⑥オペレーション（品揃え，商品陳列，営業
時間，店舗整備など），⑦出荷物流（配送・包装な
ど），⑧販売（人的販売，広告，パブリシティ，セー
ルス・プロモーション，価格など），⑨サービス（返
品・交換，クレジットなど）に分けて整理した。その
うえで⑥⑦⑧⑨は，小売ミックスの構成要素で最終消
費者に向けた活動であり，③④⑤は，直接的に小売
ミックス実現を支援する活動として区分した。各小売
業あるいは小売店舗は多様な消費者需要に対して自ら
の標的を設定し，多くの需要を引きつけるためにこれ
らの要素を組み合わせて小売ミックスを形成する。そ
れにより，多様な立地や特徴のある小売業が誕生す
る。したがって青木［2008］では，Goldman［2001］
が取り上げた小売ミックス要素の整理については，こ
れらの中でこれまで消費者に直接提供してきた小売
サービス部分だけにとどめず，小売サービスを提供す
る基盤にまで遡って言及したといえよう。
さらに田村［2002］は，小売ミックスは小売業態を
決定する最重要要因ととらえた。齋藤［2003］は，小
売業者が消費者に提供する「流通サービスの束」と表
現し，小売マーケティングにおける「製品」と位置づ
けた。つまり，小売サービスは，最終顧客である消費
者に対して単に商品を販売するだけではなく，それら
商品に付随するサービスさらにはそれらを生み出すた
めの土壌を含めて，「小売サービス」として位置づけ
ている。そして，このような段階に到達した小売業
は，単に流通チャネルの末端において所有権移転機能
を遂行しているだけではなく，多くのサービスを提供
する方が重要であることを示唆している。
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（2）小売業態の定義・言説
1）小売業態をめぐる言説
これまで見てきた小売研究の中では，しばしば「小
売業態」という言葉が出てきたが，流通研究者はそれ
をいかに把握，つまり定義してきたのであろうか。こ
こでは1980年代後半から小売業態に関する言説をでき
る限り時系列で取り上げていきたい。
三家［1987］は，小売業態を営業業種の省略型で，
八百屋・魚屋・肉屋等を分離するときの総称とした。
そして取扱商品種類からの基準であり，生産段階に関
係している業種とは明確に区別した。和田［1989］
は，小売業態を消費者に小売サービスを提供する
フォーマットとそれを支えるシステムの組み合わせで
あり，消費者の価格ニーズを含めた多様なニーズ構造
を背景に，競争差別化を行える程度とした。木地
［1990］は，小売業態を商品種類も問題とはするが，
販売方法さらに消費者行動への対応も含めて考慮する
ものとした。矢作［1996］は，小売業態を業種，品揃
え，店舗規模，立地，販売方法，付帯情報・サービス
など，小売ミックス戦略により決定するものと定義づ
けた。また池尾ら［1997］は，各小売店は各小売ミッ
クスを持つが，それらは数パターンに分類可能であ
り，このパターンを小売業態とした。
石原［2000］は，小売業態は小売業者の取扱商品，
またはそのサービスすなわち小売業者の流通サービス
水準で定義されるとした。そして髙嶋［2002］は，小
売業の革新を考察する中で，小売業者の販売や経営ス
タイルを小売業態とし，相互に似通ったグループとし
て，百貨店，連鎖店，スーパーマーケット・チェー
ン，コンビニエンスストアなどをあげた。また原田
［2002］は，取扱商品の種類で小売を分類したものを
小売業種とする一方，販売方法などの営業形態による
分類を小売業態とし，小売業態視点から小売業の発展
を観察した。さらに後節で取り上げる小売業態発展の
理論を説明し，わが国の小売業は欧米からの模倣によ
り出発したが，百貨店や総合スーパーは独自の発展を
遂げたとした。たしかにわが国の百貨店は，その立地
や取引制度だけでなく，食料品を取り扱うなど，海外
の百貨店と呼ばれる小売業態とは多くの点で異なって
いる。総合スーパーも食料品のセルフサービスと低価
格販売から出発したが，衣料品や簡単な家具，家電製
品，雑貨などの品揃えを増加させ，かなり広範囲な地
域で展開する小売業へと展開したのは，わが国だけに
見られる特徴であるかもしれない。このように考える
と，ある固有名詞で括られる小売業態も，わが国と海
外のある国や地域では，別のものを意味する場合も出
てこよう。
田口［2005］は，小売業態という言葉は一般に曖昧
に使用され，統一見解がないとしながらも，営業形態
の略称であり，業種を含む概念として解釈した。さら
に矢作［2007］は，再度，小売業態を生活に密着した
多数の異なる商品を分散的で個別的な立地条件に対応
させ，顧客に適切に商品を提供することを課業として
位置づけた。青木［2008］は，小売業態を一般に認識
された小売ミックスの特定パターンを採用した店舗水
準の戦略グループとして把握している。また金
［2008］は，営業形態の省略型が業態であり，業種に
対する用語として小売業態を位置づけた。ただ，小売
業種と小売業態では，各主体とする分類の仕方が大き
く異なる。そのために小売業態は，静止的・固定的で
なく，消費者の意識・行動の多様な変化が継続する限
り，それに対応しようとするために小売企業が革新努
力を継続し，生成・発展するとした。また上田
［2013］は，現在の小売業態は「マルチフォーマット
化」概念で把握され，消費者に対して価格訴求ではな
く，付加価値創造を訴求すべきであることを主張し
た。そして中西［2015］では，小売業態を「同様の
ニーズを持った消費者グループ（セグメント）に対
し，同様の流通技術集合を用いて，同様の流通サービ
ス・ミックスを提供する小売企業群（p.11）」と定義
した。
さらに研究者ではないが，第二次世界大戦後のわが
国において，多くの小売経営者のメンターとなったの
が渥美俊一であった。彼は小売業態を販売重点の相違
で区分した商売の種類であり，それが便利さ（顧客の
人気）に影響を与えるとした。そのうえで小売業態論
は，ある時期における販売形式（重点）の主張であ
り，現在の小売業態論は，郊外立地，駐車場，商業集
積（ショッピングセンター内出店），セルフサービ
ス，スーパーストアなどが新しい業態論であり，業態
8は基本的には5～10年毎に変化させるべきと主張し
た。またビッグ・ストア構築段階では，単なる業種で
も，チェーンストア構築の際には，規模を拡大し，
「業種」から「業態類型＝フォーマット」へと転換す
る必要性を強調した（渥美［2010］）。
以上のように，流通研究者は小売業態について，小
売業のタイプの相違を「小売業態」と呼んで区別して
きた（石井［2012］）。一方，林［1999］は，小売業態
は，常設店舗を構える小売業以外にも，行商人・露天
商・訪問販売商人・通信販売商人などについて，売商
人の存在説明でも使用した。ただ彼は，おそらく業種
という言葉の説明が適当な箇所においても，業態とい
う用語を使用している。
このように小売業態について明確に定義をした上
で，論を進めている研究者とそうではない研究者が存
在する。しかし小売業態の認識については，1980年代
においてとられた小売ミックスを中心として，消費者
に提供する小売サービスによる単純な区分から，同様
の対市場戦略としてのグルーピングしたものとしての
位置づけへと認識変化が見られる。
（3）小売業態の把握をめぐって
先にも取り上げたように，流通研究者間でも小売業
態の定義（把握）の仕方はさまざまである。ここでは
小売業態の把握をめぐって特異な切り口により，分析
視角を提示した研究について取り上げる。
1）小売業態の分析視角の提示
石原［1999］は，小売業者による当該取扱商品を集
合させた安定したパターンを小売業種とし，小売業種
は伝統的に小売業の様態を示す重要概念とした。先に
触れたように1980年代には「小売業態」という用語の
使用は一般的になっていたが，通常の業種と業態の区
分には理解を示しながらも，これらを明確に区分する
難しさも吐露した。この区分を説明するために，商品
の取扱技術や小売業の経営技術という視角により，こ
れらの分類基準の階層性と分類基準が，多数の生産者
と消費者に受容され，「社会的コード」としての意味
を有するようになるととらえた。そのうえで，革新的
な経営技術を体現するのが小売業態（店）であり，商
品取扱技術を越え，既存業種の壁を越えるとした。し
たがって，新しい商品取扱技術の登場は，従来の業種
の壁を越えた小売業態の形成へとつながることにな
る。小売業種あるいは小売業態を分析する際に，「商
品取扱技術」という分析視角を提示したのは，これま
での研究者にはなかった視座である。
2）小売業態の階層レベルによる認識
斎藤［2003］は，多様な小売業態の識別基準を，消
費者に対するセルフサービス方式の導入有無などの
サービス水準レベル，売場面積や品揃え，商品価格
帯，商圏規模，営業時間などで分類されるという点に
おいた。通常は売場面積と品揃えの幅を組み合わせる
など，複数基準で決定される。そして，店舗業態規定
の重層性は，抽象的・一般的レベルの店舗概念から具
体的レベルの店舗まで抽象度の階層レベルで検討され
る。それが institution，store format，store のレベル
であるとした。① institution は，小売業態を論じる際
に使用され，百貨店，スーパー，コンビニエンススト
アなど長期的に安定しているワン・ストップ・ショッ
ピング機能を持つ一般的レベルを意味する。② store 
format は，institution は基本的な業態カテゴリーであ
るが，カテゴリー内の細分化区分であり，店舗類型で
ある。実務的にはこのレベルの小売業態区分が小売
マーケティング競争上では重要となる。③ store は，
小売マーケティングにおける「製品」であり，各企業
や各時間，地域での競争条件などで日々に変化するも
のである。これらの小売業態構造では，各小売業態
は，その社会的役割，小売業態を高度化させる固有の
管理システムや管理技術・ノウハウを開発するという
共通性がある。つまり，斎藤［2003］は，店舗業態の
規定は重層的に行われ，階層があるレベルを同次元
（同レベル）ではなく，多次元でとらえるべきことを
主張しているといえよう。
3）小売業態研究の深化
矢作［1981］は，店舗形態や販売技術の革新（業
態）を重要視した。そして，小売業や産業の発展で
は，チェーン・オペレーションと業態革新の両輪が不
可欠であるとした（矢作［1982］）。石井［2012］が指
摘するように，この業態概念は流通研究では以前から
存在し，重要であると認識されてきたが，流通革命に
よって，業態革新が不可欠な役割を担ったことを明確
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にしたといえる。
また矢作［1981］［1996］［2007］［2014］は，小売
業態は経営管理や経営組織という企業の舞台裏ではな
く，直接消費者と触れる店舗・販売という表舞台に立
脚した局面で厳密にとらえるために，企業レベルでは
なく，店舗レベルに焦点をおいた。さらに英語では業
態は type of store，store format， store concept など，
多様な表現がされることも指摘している（矢作
［1981］）。そのうえで小売業態は，業種，品揃え，店
舗規模，立地，販売方法，付帯情報・サービスなどに
よる小売ミックス戦略により決定するとした（矢作
［1996］）。したがって，環境変化によって小売業者の
マーケティング戦略が変化すると，業態概念も変化
し，普遍的な業態概念の確立は困難とした。図表3
は，店舗（店舗運営）を中心として小売事業システム
を示したものである。ここでは企業は前面に出ず，
日々顧客に対応する店舗を中心として小売事業が動い
ている様子が表現されている。
4）小売業態概念による小売分析の限界
田村［2008］は，小売を空間構造，機関構造，店舗
業態という3視角から分析した。小売空間構造は，空
間構造が当該小売店の商圏への地理的制約から生じる
ため，小売業の発展が，市場範囲における地理的制約
に対する企業家による業態革新の克服過程であるとし
消費欲求
市場戦略
店舗運営
大量購入
商品調達
独自商品 短サイクル
大量物流
商品供給
価値供給支援
取引先企業
価値創造支援
少数性・継続性・協調性
消費欲求
顧客 顧客
関係
組織内関係
組織間関係
業務システム
配送効率化
供給連鎖化
図表3　小売事業システムの分析枠組み
（出所）矢作［2014］p.23
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た。そして，小売業を消費者との取引の場ではなく，
生活文化が存在する市場と文化の融合空間と位置づけ
た。つまり，市場と文化の融合が多様なパターンを描
き，それぞれのパターンに対応するような小売業態が
誕生し，発展，衰退するという理解である。そのうえ
で，田村［2008］は，小売業態を店舗がその小売流通
機能を遂行する基本的様式とし，流通企業のビジネス
モデルの基本的枠組みであり，戦略コンセプトとし
た。ただ，小売業態の伝統的概念には限界があり，当
該企業の戦略が環境変化によって長期的に進化し，基
本的活動様式が変化すると，その様態は不変の同一性
によって議論できなくなるとも指摘した。一方，認識
論的な業態概念については，その存在論的な根拠との
間に「ズレ」の発生を指摘した。そのために小売業態
に加えて，最近しばしば使用される場面が増えた
「フォーマット」概念の導入が，このズレを埋めて業
態の盛衰を検討するために必要と説明した。
また，戦略としての業態概念は，分類軸として使用
される取扱商品の範囲，セルフ・サービス方式の採用
有無，店舗規模などの店舗属性が，流通市場での企業
の活動範囲と密接に関係している。そこで店舗属性の
選択は，流通市場での活動範囲の基本構造を決定する
ため，長期的で戦略的な事業決定となる。特に流通産
業は立地産業であるため，小売企業としては，店舗立
地が重要である。そのために小売業態の選択は，この
多製品的で空間的な流通市場における流通企業の活動
範囲も決定するとした（田村［2008］）。ここでは小売
業態を戦略的要素の強いものとして位置づけ，小売企
業行動の戦略決定後の規定要因として把握している。
このように，最近になると小売業態は小売業者（小
売企業）の意思により決定され，運営するというとら
え方から，取引相手である消費者の視点をさまざまな
場面において採り入れる研究が見られるようになって
きた。
3　小売業態に関する研究展開
（1）小売業態の研究における2つの方向性
1）小売業態に関する研究区分
これまで小売業態概念を中心に取り上げてきたが，
あらためて小売業態研究はこれまでどのような方向に
進み，展開されてきたかを取り上げる。通常，小売業
態研究は，「小売業態論」「小売商業形態論」研究と
「小売業態発展論」「小売流通革新」研究に大きく区分
される。前者は，小売業態の発展原理を解明するため
に，先行研究を検討し，研究が蓄積されてきたとされ
る。後者は小売イノベーション論として取り上げられ
る（齋藤［2003］）。
さらに小売業態に関する研究視点として，①企業経
営的視点（小売流通システム，革新論的研究），②小
売・マーケティング論的視点（小売業態革新プロセス
研究），③社会経済的視点（商業経済論，流通の社会
性視点）も指摘されている（石井［2009］）。
2）小売業態研究と小売流通革新研究の対象
小売業態研究は先にあげたのと同様に，髙嶋
［2007］は小売業態に関する研究を小売業態研究と小
売流通革新研究の2つの領域に区分している。前者は
小売業態を差異あるいは運動としてとらえる視点によ
る研究であり，伝統的商業論との関係の中で扱われ
る。それは小売業者が消費者に提供する価格水準，品
揃え，買回品，マージン率等の抽象的・汎用的な変数
により，主要な小売業態が変化する動態性に注目す
る。いわば，小売業態を同様の小売マーケティングを
志向する複数の小売業全体として観察する視点による
ものである。後者は個々の企業を分析対象とする。そ
こでは新しい小売業態成立には技術革新が必ず伴って
おり，漸進的革新を含めた技術革新をめぐる企業行動
における差別化や漸進的なプロセス革新によって，小
売業態を小売ミックス要素の束として位置づけようと
する。
髙嶋［2007］による小売業態に関する研究区分を受
け，坂川［2011］はさらに各研究に関して，明確な区
分を与えようとしている。そこでは小売業態研究と小
売流通革新研究における小売業態概念について，前者
は小売業態を小売マーケティングについて集団的な行
動をとる企業グループととらえている。言い換える
と，特定の小売業態は企業グループに与えられた集合
名詞であり，この集合名詞で表現される小売業態は，
それらを展開する個別企業に関わらず，特定の小売業
態として括られる。そのために小売業態研究は，企業
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グループが研究対象となる。後者は新小売業態の成立
には，技術革新を伴うという視点に立つ。そして，技
術革新をめぐる当該企業の行動やその環境を中心とし
て，小売業態の成立と技術革新の関係を検討する。こ
の研究には，革新的技術における革新者とその模倣者
の存在が前提とされる。また革新的技術は，革新者で
ある企業だけでなく，革新者に追随して市場に参入す
る新規企業，あるいは既に市場に参入している既存企
業が革新的技術を模倣し，採用することもその検討範
囲に入れる。したがって，革新的技術をもとに新しい
小売業の態様を形成した小売業者を取り上げ，その行
動を継続的に観察する。ここでは小売流通革新企業自
体が分析対象となる。
さらに小売業態研究と小売流通革新研究では，同業
態と見なされる複数企業の集団的行動に関して，それ
ぞれの研究は異なる範囲を想定している。前者はマー
ケティングに関する複数企業の集団的行動も研究対
象・範囲である。後者は小売マーケティングだけでは
なく，物流システム，情報システム，フランチャイ
ズ・システムの構築に関わる複数企業の集団的行動も
その研究対象・範囲である。つまり，小売業態研究と
小売流通革新研究は，小売業者が顧客に提供する小売
ミックス要素の束として定義するか，小売業態を技術
の束として定義するかという相違がある（坂川
［2011］）。特に前者は，1つの小売業態として括ること
が可能な集団が研究対象であり，消費者が目視し，区
分することが可能な範囲がその研究対象といえる。他
方，後者は技術革新を中心に考察するため，消費者が
目視できない個別企業のオペレーション部分も考察対
象となる。
（2）小売業態研究
1）小売業態マップ
小売業態の変動は，新しい小売業態の発生を契機と
して，環境的要因と主体的要因に分けられる。環境的
要因は，消費者の所得水準，自由時間，生活活動での
性差，移動性，価値観，生活文化の変化，小売活動に
おける情報，交通，輸送の技術変化，流通活動につい
て種々の法規制の変化である（田村［2002］）。これら
の範囲により，田村［2002］は図表4に示した「業態
マップ」を提示した。この業態マップでは，各業態に
ついてある時点での各業態の典型的位置を示してい
品揃え指向
総合化
専門家
郊外型 SC
郊外
立地指向
総合スーパー
生業店
専門スーパー
百貨店
業種専門店
ブティック
都心
コンビニ
カテゴリーキラー
図表4　小売店舗の業態マップ
（出所）田村正紀［2002］『流通原理』千倉書房，p.224
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る。同じ業態内でも各店舗位置は，その市場環境や店
舗戦略の特性により，マップ上で若干分散している。
また，個別店舗の分散は，各業態が絶えず市場環境へ
の適応を目指すため，変化過程にあることを示してい
る。実際，特定の小売業態でも時間的経過により，業
態マップの位置は変化する。それらは立地，品揃え，
店舗のサービス水準，価格水準は長い期間で変動する
ことになる。そのため，業態マップはある特定時点で
の限定された地域内での小売業態を写真のスナップの
ように撮影したものといえる。
2）小売業態研究の基盤
石原［1999］［2000］は，異なる視点から小売業態
概念を提起した。そこでは伝統的な小売業態（百貨
店，スーパーマーケット，コンビニエンスストアな
ど）の既存業態について整理した上で，各小売業態は
「それとしての同一性を保つ何か」（同一律）「ある業
態でありつつも他の何か業態であるということはあり
えない何か」（矛盾律）として理解されるとした。そ
して実体としての小売業態は，歴史的にはそれらの間
での入れ替わりが観察でき，実体の内包（属性）と，
属性に影響する外部諸要因を識別，変数化し，属性と
外部要因との間の諸関係把握に努力するとした（石井
［2012］）。石原［2000］は商業経済論を基盤として小
売業態論を扱っているため，商業経済論の枠組みで小
売業態を考察する理論志向が確立してきた。
そして石井［2012］は，業態研究に対する疑問とし
て2点を指摘している。1つは，業態区分の適切性であ
る。もう1つは小売業態変化仮説が埋没し，小売業態
生成のパターンや時代における業態転換パターンを把
握し，未来への洞察を与える概念モデル構築の可能性
があるかどうかという視点について，これらの研究が
経験からの帰納とその一般化を目指しており，業態自
体の理論的性格を明確にしようとする試みが限定され
ることを指摘した。そのうえで帰納的研究における研
究者の関心が，現実の説明と実務への貢献について，
小売業態研究の目的，理論上の展望や研究世界への貢
献への配慮，つまり理論的配慮は乏しいと判断してい
る。
さらにビジネスモデルの成立は，常に結果論である
ために，小売業態は一種，偶然の産物として理解でき
る面もある。ビジネスモデルが小売業態になるのは，
「デファクトがスタンダード（事後的基準）になるプ
ロセス（石井［2012］）」である。つまり，個別企業に
よる私的なビジネスモデルが，一般的な小売業態と認
識されるには，当該モデルが普及し，最初に当該ビジ
ネスモデルを開始した個別企業のものを，類似企業が
模倣・利用し，当該モデルを利用するための共通基盤
が整備される必要がある。しかし，このビジネスモデ
ルという用語を，以前から小売現場で使用され，昨今
は流通研究者も使用し始めた ｢フォーマット｣ という
用語を使用することによって，より説明力が増すので
はないだろうか。
（3）小売業態発展論（小売イノベーション論）
1）3つの小売業態発展論
流通（小売）イノベーションの3要素としては，小
売 業 務 ， 商 品 供 給 ， 組 織 が あ げ ら れ る （ 矢 作
［1994］）。これらのシステムの革新を通して，流通イ
ノベーション（小売イノベーション）が起こる。そし
て小売業態発展論では，①環境理論，②循環理論，③
衝突理論が指摘される（Brown［1987］，矢作［1997］
［2012］）。
①環境理論は，小売業態の変化を市場の経済的，人
口統計的，社会的，文化的，法律的，技術的環境条件
の変化で説明しようとするものである。Dressman
［1968］は，生物と同様，種種の環境要因に最も効果
的に適応できるものが繁栄し，生き残るという Dar-
win の「自然淘汰説」に基づく適応行動理論によって
説明した。そして，Wadinambiaratchi［1972］や
Bucklin［1983］らは，経済史的な長期的視野に立脚
し，経済発展と小売構造の関係を説明してきた。ただ
単純な西欧的価値一元論に根ざしており，普遍性に欠
ける点が指摘されている（渦原［2012］）。また，環境
理論全般の特徴は，環境への適応能力を業態の存続と
成長に結びつけ，環境に対する受動的な側面が強調さ
れており，業態の主体的な側面が軽視されている面も
ある。環境は業態展開の可能性を創出するだけであ
り，その利用については，小売業自体の問題である。
そして，革新的な小売業の生成・発展を説明するもの
ではなく，小売形態発展の法則性や企業戦略について
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は深く立ち入っていない。
②循環理論は，小売業態の変化が同じパターンを繰
り返すと主張している。McNair［1958］は，「小売の
輪」の仮説を提唱し，革新者は低価格で参入し，顧客
の支持を得ながら，競争者（模倣者）との競争対応の
ために次第にサービス・価格を上昇させていく。その
結果，新たな革新者が同様の手法により低価格参入す
ることを説明した。また Hollander［1960］や Gist
［1968］らは「小売アコーディオン」の仮説を提唱
し，品揃えの総合化と専門化の繰り返しが時系列的に
起こると主張した。さらに Nielsen［1966］は，「真
空地帯」の仮説を提唱し，消費者選好分布の両端に真
空地帯の出現があり，この真空地帯への参入が新しい
小売業態の誕生であると主張した。「小売の輪」がコ
ンビニエンスストアや自動販売機については説明不可
能であるように，多くの克服しなければならない問題
も残されたままである。特に Alderson［1965］は，
「小売の輪」の仮説について，小売業態変化の周期的
循環を記述しようと試行するが，説明にはなっていな
いと批判した（Alderson［1965］）。小売業態変化は，
流通業者のみを主語として起きるのではなく，消費者
も変化を引き起こす主語として考えなければならない
という批判である。
③衝突理論は，衝突から危機が発生し，危機への反
応から新たな小売業態が誕生するというものである。
Gist［1968］による弁証法的発展論が代表的であり，
正・反・合という弁証法の論理から小売形態の発展方
向を説明する。さらに Galbraith は，経済社会がバラ
ンスあるものとなるためには「拮抗力（countervail-
ing power）」で説明した。この状況は，わが国での
「流通革命論」に大きな影響を与えた。そして，近藤
［1998］が指摘するように，多くの研究は企業視点で
の小売業態革新研究であり，消費者視点に基づく小売
業態革新研究はごくわずかしかない（近藤［1998］）。
ここにおいても循環理論に対して Alderson が批判し
たのと同様に，小売企業は消費者を対象として事業活
動を行っていることから，消費者の視点が欠如してい
たものといえよう。
2）技術革新による小売業態変化
新小売業態の出現に伴う技術革新研究では，矢作
［1994］はコンビニエンスストア業態を取り上げ，「セ
ブン・イレブン」を展開する企業（セブンイレブン・
ジャパン）に焦点を当て，ビジネス・システムにおけ
る革新性を明確にした。石原［1997］は，食品スー
パー業態を取り上げ，「関西スーパー」を展開する企
業に焦点を当て，生鮮品の鮮度管理技術での革新性を
明確にした。小川［2000］は，コンビニエンススト
ア・業態を取り上げ，「セブン・イレブン」を展開す
る企業に焦点を当て，情報システム技術による革新性
を明確にした。そして，金［2001］は，コンビニエン
スストア業態を取り上げ，やはり「セブン・イレブ
ン」を展開する企業に焦点を当て，フランチャイズ・
システムにおける革新性を明確にしようとした。
ただ石原［1997］を除き，コンビニエンスストア業
態を取り上げ，そこで革新的技術を採用し，運用して
いる ｢セブン・イレブン｣ を展開する企業に集中して
いる。小売業態変化における ｢小売の輪｣ の仮説で
は，コンビニエンスストアの出現は例外として取り扱
われる。しかし，例外であるはずのコンビニエンスス
トアが，小売業態革新の事例として取り上げられ，し
かもこの事例を他の業態に展開可能であるように説明
することには，若干の疑問を感じざるをえない。
一方，石原［2000］は，小売流通革新研究について
小売業態を技術として定義することから開始した。こ
こでは，小売業態を商品取扱技術とし，①商品の物理
的属性に関わる技術，②商品を媒介とした商業者と消
費者のインターフェイスに関わる技術，③商品を取り
扱う経営上の知識と技術，として指摘した。そして，
小売流通革新研究では，技術革新者である企業が分析
対象であり，企業グループとしての業態を分析対象と
しないため，小売業態研究とは異なる分析枠組みを有
する（坂川［2011］）。またここでは，分析前提として
革新者を何らかの小売業態の枠組みで考察する。それ
はこの研究が，小売業態内における革新的技術の普及
を想定しているためである。つまり，既存小売業態内
において，技術革新により，当該業態の殻を突き破ろ
うとする。この研究における小売業態は，革新的技術
について革新者と模倣者の関係にある企業のグループ
であり，そのため小売流通革新研究での企業の集団的
な行動は，複数の小売企業における革新的技術の模倣
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として観察される（坂川［2011］）。さらに分析対象と
なる革新的技術が小売業態内で発生すると，同じ業態
を標榜する企業の模倣で革新の普及が生じ，小売業態
としての集団的な企業行動が発生する。小売流通革新
研究での集団的な企業行動は，小売業態研究のよう
に，マーケティングに限定されない。つまり，この行
動には，物流システムや情報システム，フランチャイ
ズ・システムを構築するなどのマーケティング以外の
企業行動も包含しており，店舗だけではなく，小売企
業を取り巻く事業システムにまで研究対象を拡大した
ものといえよう。
むすびにかえて
本稿では，石川［2014］において小売業種研究につ
いて検討したのに続き，小売業態研究に関して検討し
た。まず，小売業種研究だけでは，現実の流通問題
（課題）を解決できなくなったことを前提とした。1つ
の小売店舗内である特定の商品系列のみを扱う小売業
種店だけでなく，かなり以前における百貨店の誕生，
そしてわが国の場合には，1950年代後半のスーパー
マーケットの誕生が，小売業態研究に大きな影響を与
えた。また，｢小売形態｣ と称される用語は何をその
範疇に収めるとするかについても，わずかではあるが
流通研究者の言説からおおよその理解を得ることがで
きた。
また，1つの店舗内で単に商品を販売するだけでな
く，｢それ以外の何か｣ を付加していることに関し
て，｢小売ミックス｣ あるいは ｢小売マーケティング｣
という視点から ｢小売サービス｣ を取り上げた。小売
サービスは，対顧客つまり消費者に直接提供するもの
（コト）だけではなく，小売店舗よりも川上に位置す
る機関において，多様なサービスが付加されているこ
とも改めて確認した。そのうえで，多くの流通研究者
による小売業態に関する認識を取り上げた。それぞれ
の研究者がさまざまな角度から言及しているために，
多くの解釈がある。ただ，多くの研究者は明確に定義
することなく，業態についての研究を進めている。こ
れはどのような眼鏡をかけて対象（小売業）を観察し
ているのかを見えなくさせてしまう恐れがある。さら
に代表的な小売業態の分析視角あるいは認識について
も取り上げた。そのうえで，小売業態は，個別企業
（流通企業・小売企業）がデザインするものではな
く，それぞれの企業がデザインをしたある枠内に収ま
る，結果としての産物であり，それに関して，特定の
小売業態名を付し，称していることについて確認し
た。
最後に小売業態の研究展開を小売業態論と小売業態
発展論に分け，それぞれの対象の相違，さらにはそれ
ぞれの研究展開について整理した。前者はマクロ的な
視野からミクロレベルに切り込むという方向性があ
り，後者ではミクロ的な視野からマクロレベルに拡大
させるという方向性が見て取れる。以上のように，小
売業態研究は，実態としての小売業態と研究としての
小売業態研究では，実態をうまく説明することに終始
してきた観が強い。したがって，今後も現実を説明す
るために小売業態研究は変容していくであろう。そし
て，｢小売業態｣ 概念だけでは説明しきれない状況を
さらに説明し，小売業の未来を展望するためには，
｢フォーマット｣ 概念を援用することで，より説明力
が増すことになろう。次稿では，｢小売フォーマット」
概念について検討していきたい。
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